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Ⅰ 弱者に優しい公共交通サービスの提供 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 高齢者の方 

 

● 駅・バス停から離れた地域に
お住まいの方 

など 

 

● 交通弱者を対象としたサービスの提供 

● ニーズ（要求、注文）に応じた利便性の高いサービスの提供 

● コストを重視した無駄のない持続可能なサービスの提供 

● 市民の参画・協働の精神を生かしたサービスの提供 

● 町内循環バスの廃止の経緯（効率性、ニーズ）を踏まえたサービスの提供 

● コミュニティバス 

● デマンド交通 

● タクシー利用券 

サービスの主な対象者 サービスの検討に当たっての基本的考え方 

公共交通サービスの事業形態 
当市の実情に合った公共交通サービスの在り方 

【検討に当たっての論点整理】 

第４回会議の論点 

 １ 弱者に優しい公共交通サービスについて（対象者と目的の再確認） 

  ⑴ 高齢者、交通不便地域居住者等の交通弱者がサービスの主な対象 

⑵ 買物、通院等の移動手段の提供 

⑶ 朝晩の通勤・通学者は原則除外 

⑷ 福祉施策ではない。 

⑸ 市域全体に分布する対象者（交通弱者）をカバーする。 

 ２ 事業形態と道路運送法について 

  ⑴ 道路運送法による事業区分について 

  ⑵ 運営主体としてのＮＰＯ法人について 

 

第５回会議の論点 

 １ 公費負担と利用者負担の在り方について 
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Ⅱ 「コミュニティバス」「デマンド交通」「タクシー利用券」の概要 
 

 
 
 

 コミュニティバス（小型バス） デマンド交通（ワゴン型車両など） タクシー利用券 

概  要 
・自治体が運行する民間路線バスに似た形態の
バス 

・自治体等が運行する利用者の注文に応じた乗り合いの
交通サービス 

・自治体がタクシー料金に対して一定額を助成するサー
ビス 

特  徴 
・運行路線、バス停、時刻が決められているた
め、民間路線バスに似た運行形態である。 

・予約制の乗り合い方式のため、効率的な運行が可能で
ある。 
・希望する場所から目的地に移動できるため、利便性が
高い。 

・利用者がタクシーを利用した際に、運賃とタクシー利
用券の差額を負担することで、利用者の経済的負担が軽
減される。 

課  題 
・循環型の運行形態をとるとルートや運行時間
が長くなり、利用者が利用しにくくなることが
ある。 

・乗り合い方式になるため、ルートや所要時間が変動す
る可能性がある。 

・現在実施している福祉タクシー券※の助成と整合を図

る必要がある。 

※ 福祉タクシー券 対象者：重度心身障害者、補助

内容：１年度２４枚（初乗料金（７１０円）を割引） 

交付者：３００名、補助額：３，９７０，５６０円 

・交付対象者の要件を慎重に検討する必要がある。 

費用負担 
・事業費は、３，５００万円程度の事例が多い。 
・利用者負担（運賃）は、１００～２００円／
回程度の事例が多い。 

・事業費は、２，５００万円程度の事例が多い。 
・利用者負担（運賃）は、３００～５００円／回程度の
事例が多い。 

・試算 ７００円×４８枚×５００人＝１，６８０万円 
（７５歳以上の独居者概数） 

当市への 
適応性 

・当市は、平成１８年度に町内循環バスを廃止
した経緯がある。 

・交通弱者を対象として運行することで、効率的でニー
ズに合った事業を実施できる。 

・利用者の市外への移動ニーズに対応できる。 

主な 
運営主体 地方自治体 地方自治体、ＮＰＯ法人 地方自治体 


